
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

施策展開

既存施設の改修

7か所

-

- 11か所 未達成 --

施設の開設準備

- 未達成9か所 40か所 27か所

への支援

地域密着型施設

の整備

348,361 405,867

特別養護老人ホーム　7か所 444,700 256,127 112,000

3,143,917 1,868,800

合計 7,086,406 5,276,094 3,472,097

44か所 23か所 未達成

第６期高齢者プラン（Ｈ２７～２９年度）に基づく特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホームなどの施設整備を計画的に進めるこ

とにより、地域におけるサービス基盤の充実を図るとともに、施設の開設準備にかかる経費に対し支援することにより、当該施設が開設時

から安定した質の高いサービスが提供できるようにする。

また、既存の特別養護老人ホームの多床室を入所者のプライバシー保護のために改修する事業に対し支援する。

○地域密着型の施設整備については、Ｈ21～26年度まで、国の交付金を積み立てて造成した基金を財源として支援してきたが、Ｈ27年

度から消費税を財源とした地域医療介護総合確保基金（国2/3、県1/3）により行うこととなった。

○第６期高齢者プランにおいて市町村が計画している施設整備が予定どおり行えるよう支援する必要がある。

２．施設の開設準備に対する

補助

補助金

7,086,406 3,472,097

合計（A) 772,941

8か所

29年度

435,490 872,762

当初予算 1,540,069

地域密着型施設の整備　44か所（第６期長野県高齢者プランに基づき設定）

施設の開設準備　40か所（第６期長野県高齢者プランに基づき設定）

既存施設の改修　11か所（要望調査に基づき設定）

Ｈ28
H29

目標

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績

H28 H29

事業番号 05 07 15 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 地域医療介護総合確保基金事業（介護支援課分）地域医療介護総合確保基金事業（介護支援課分）地域医療介護総合確保基金事業（介護支援課分）地域医療介護総合確保基金事業（介護支援課分）
担

当

課

部局 健康福祉部

課・局・室 介護支援課

　１　高齢者福祉の推進 実施期間 H27 ～

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（その他）

【左記の説明、根拠法令等】

第６期長野県高齢者プランに基づき、県が関与して整備を進める必要がある。

長野県地域医療介護総合確保基金事業（介護施設等整備分）補助金交付要綱

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・

確かな暮ら

し実現総

合戦略

信州創生の基本方針

（当初） （決算） （当初）

１．地域密着型施設の整備に

対する補助

補助金 地域密着型特別養護老人ホーム等 23か所 2,488,531 1,527,689 1,085,430

４．基金・運用益の積立 直接 3,692,703

特別養護老人ホーム等　27か所 460,472

３．既存施設の改修に対する

補助

補助金

補正予算 -767,128 -1,371,875

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度28年度28年度28年度 成果目標の達成状況

項目 H26末

-

H27末

目標 成果 達成状況

-

Aの

財源

6,150,021 4,344,859

772,941 2,573,387 1,603,531

1,245,866

1,482,538 1,495,462

概　算

人件費

1.00 1.00 1.00

8,276

337,307 5,276,094

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

　平成29年度は第６期長野県高齢者プランの最終年度であるため、平成28年度に実施できなかった事業や新規事業について市町村や

事業者と連携し目標の達成に努める。

目標に対

する成果

の状況

　市町村（保険者）の公募に対し事業者の応募がなく事業を中止したケースや実施設計等に不測の日数を要し繰越した事業があり目標に

達しなかったが、地域の実情に応じた介護サービス基盤の整備は着実に図られた。

 概算事業費（B（A）+C） 345,583 5,284,008 4,352,773

7,914 7,914

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越 0

2,094,096


